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1,055円5.1%

⚫ 物価上昇を上回る賃金上昇を全国的に幅広く普及・定着させる。

⚫ 価格転嫁の円滑化や省力化等の環境整備や経営基盤の強化・成長に向けた支援を充実。

総合経済対策（2024年11月22日閣議決定）における賃上げのための政府の取組

取組例

⚫ 下請法改正の検討
⚫ 下請法の執行強化
⚫ 労務費指針遵守状況の実態調査・改善措置を年末までに完了 等

価格転嫁等の取引適正化の推進

⚫ 中小企業生産性革命推進事業（設備投資、IT導入、販路開拓、円滑な事業

承継・引継ぎ等の支援）の更なる充実
⚫ カタログ式に加え、オーダーメイド型の省力化投資の支援
⚫ 中小企業のソフトウェア導入・会計事務IT化の支援
⚫ 中堅・中小企業に対する拠点新設・大型設備投資の支援
⚫ 業務改善助成金・賃上げ税制を通じた賃上げ・生産性向上支援
⚫ 物流・交通、建設、観光、保育、医療・介護・障害福祉等の分野で
の生産性向上支援 等

省力化・デジタル化投資の推進による生産性向上

⚫ 三位一体の労働市場改革（リ・スキリング、ジョブ型人事、労働移動円滑化）

⚫ 事業承継・Ｍ＆Ａの支援 等

人材・経営の基盤整備

現状

物価上昇を上回る賃金上昇の普及・定着
2020年代に最賃の全国平均1,500円という高い目標の達成に向け、たゆまぬ努力を継続

注２：厚生労働省「地域別最低賃金改定状況」により作成。

注１：連合「春季生活闘争 回答集計結果」より作成。2015年までのベア率は、連合による調査結果が得られないため、厚労省「賃金事情等総合調査」による。
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⚫春季労使交渉では、賃上げ率は33年ぶりの高水準。
⚫2024年度の改定後の最賃は全国平均で1,055円。

最低賃金全国加重平均の推移（注２）

春季労使交渉集計結果時系列推移（注１）
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